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第４章 関係法令の整理 

第１節 廃棄物処理・リサイクルに関する法律体系 

廃棄物の処理・リサイクルに関する法律としては、循環型社会形成推進基本法や廃棄物処

理法などが挙げられる。それぞれの法律の関係は、図 4-1-1 に示すようになっている。こ

れをみると、環境基本法、循環型社会形成推進基本法の枠組みをもとに、一般的な仕組みを

廃棄物処理法と資源有効利用促進法で定められるとともに、個別分野ごとに法律が整備さ

れている。 

 

図 4-1-1 廃棄物の処理・リサイクルに関する法律の関係  

放射性物質汚染対処特措法
(平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震
に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質によ

る環境の汚染への対処に関する特別措置法)

環境基本法

・地球環境の保全
・資源循環の促進
・環境基準 ・基準の設定

・監視・測定の実施
・汚染された廃棄物の処理
・汚染された土壌等の除染等の措置等
・特定廃棄物又は除去土壌の処理等の推進
・費用の負担

循環型社会形成推進基本法

・社会の物質循環の確保
・天然資源の消費の抑制
・環境負荷の低減

・ごみの発生抑制、リユース、リサイクルの促進

廃棄物関係ガイドライン

除染関係ガイドライン

環境基本計画

一般的な枠組みの確立
廃棄物処理法

(廃棄物の処理及び清掃に関する法律)

・廃棄物の適正処理
・廃棄物の減量化・リサイクルの推進
・不法投棄の防止

資源有効利用促進法
(資源の有効な利用の促進に関する法律)

個別物品分野での規制
容器包装リサイクル法

(容器包装に係る分別収集及び再商品化
の促進等に関する法律)

家電リサイクル法
(特定家庭用機器再商品化法)

小型家電リサイクル法
(使用小型電子機器等の再資源

化の促進に関する法律)

建設リサイクル法
(建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律)

食品リサイクル法
(食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律)

自動車リサイクル法
(使用済自動車の再資源化等に

関する法律)

容器包装の製造、利用事業者等
に分別収集された容器包装のリ
サイクルを義務付ける

家電製品の製造・販売事業者等
に、廃家電製品の回収・リサイ
クルを義務づける

使用済小型電子機器等に利用さ
れている金属その他の有用なも
のの再資源化を促進する

建設工事の受注者等に、建築物
の分別解体や建設廃棄物のリサ
イクル等を義務付ける

食品の製造。販売事業者、レス
トラン等に食品残さの発生抑制
やリサイクル等を義務付ける

自動車のリサイクルに携わる関
係者が、使用済み自動車のリサ
イクル・適正処理を推進する

その他関連法
食品ロス削減推進法 グリーン購入法

・食品ロスの削減を総合的に推進 ・公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減
に資する製品・サービス）の調達を推進
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第２節 関連計画の状況 

１．国の定める計画 

国は、循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の基本的な方

針、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策等を定めるものとし、「第四次循環型社会形成

推進計画」を策定している。 

この計画は、平成 30年６月に閣議決定されたものであり、当該計画で定められている目

標について表 4-2-1、図 4-2-1に示す。 

 

表 4-2-1 第四次循環型社会形成推進計画における基準年度と目標値の比較 

項  目 
基準年度 

（平成 30年度） 

目標値 

（令和７年度） 

1 人 1 日 当 た り の 

ご み 排 出 量 
918ｇ/人・日 

850ｇ/人・日（平成 30年

度比で７％削減） 

 

 

図 4-2-1 第四次循環型社会形成推進計画における基準年度と目標値の比較 
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２．県の定める計画 

宮城県では、平成 28年３月に「宮城県循環型社会形成推進計画（第２期）」（以下、「県計

画」という。）を策定し、その中で県内廃棄物の発生状況の整理、課題の把握、基本方針や

将来目標値の設定などを行っている。県計画の概要や目標値は図 4-2-2、図 4-2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【数値的基本目標】 

項  目 
基準年度 

（平成 25 年度） 

目標値 

（令和２年度） 

一般廃棄物 

排 出 量 1,018g/人・日 930g/人・日 

リ サ イ ク ル 率 25.0％ 30.0％ 

最 終 処 分 率 13.4％ 12.0％ 

図 4-2-2 県計画の概要 

 

 
図 4-2-3 県計画における基準年度と目標値の比較  

基本理念 基本方針

基本理念 基本方針

「リスタート！みやぎの３Ｒ－リ
デュース・リユース・リサイクル」
もう一度！循環型社会の形成のために明
日への一歩を踏み出す願いを込めて

①全ての主体の行動の促進

②循環型社会を支える基盤の充実

③循環資源の3Rの推進

④廃棄物の適正処理



第１編 ごみ処理基本計画 

52 

 

３．宮城県ごみ処理広域計画 

宮城県ごみ処理広域化計画（平成 11年３月策定、以下「広域化計画」という。）による宮

城県内のブロック割を図 4-2-4 に示す。 

本市は東松島市と女川町の２市１町で石巻ブロックに属しており、平成 14年度に石巻広

域が石巻広域クリーンセンターを建設、２市１町分の可燃ごみの広域処理を行い、中間処理

の広域化が完了する形となっている。今後も県の広域化計画に基づき、関係自治体等とごみ

処理広域化について検討・協議を進めていく。 

 
図 4-2-4 宮城県広域化計画ブロック図 

 

４．ごみ処理基本計画策定指針 

ごみ処理基本計画を策定する際に記載すべき内容としてごみ処理基本計画策定指針が平

成５年に策定され、平成 20年に大幅な改訂がされている。その後、平成 26年、平成 28年

に関連する最新の指針や目標値、災害関連の記載について、若干の変更が行われている。 

変更点の新旧比較表は、環境省のホームページに公開されている。 

https://www.env.go.jp/recycle/waste/gl_dwdbp/guideline_ovn.pdf 

 

  


